
 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

  

 

 

    

   

    

  

  

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京国税局はこのほど、診療情報提供料の自己負担額が所得税法第７３条第１項に規定する医

療費控除の対象となるかどうかについての事前照会に対し、控除の対象となると解して差し支え

ないと文書回答した。 

照会の趣旨は、右手人差し指の切創の診療に際し、当初診療したＡ市民病院から紹介状を受け

取り、紹介先のＢ整形外科医院に紹介状を交付し引き続き治療を受けた。紹介状作成料として、

Ａ病院に健康保険が適用される文書料を支払った。文書料は、診断書などの作成に係る文書料と

は異なり、Ｂ医院での治療に必要な費用と考えられる。ゆえに控除の対象となる医療費に該当す

ると解して差し支えないか、というもの。本来、診断書などの作成に係る文書料は、医師が診療

または治療した内容等を記載した文書の発行に係る手数料であり、医師等の診療または治療の対

価に該当せず、医療費控除の対象にならないと考えられている。東京国税局は照会のあった文書

料が医療費控除の対象となると判断した理由として、▽Ｂ医院による診療を受けるために直接必

要な費用と考えられること▽医師等による診療等の対価として通常必要なものであり、その症状

に応じて一般的に支出される水準を著しく超えない部分の金額と考えられること―等を示した。 
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『控除の対象となる医療費に該当 診療情報提供料の自己負担額』 

 

』 

 

『「円安」が最大の懸念材料 景気回復を見込む企業が半減』 

』 

 

帝国データバンクが１１月に全国２万３,４７５社を対象に実施した平成２６ 

年の景気動向および平成２７年の景気見通しに対する企業の見解調査によると、 

平成２６年は「回復」局面だったと判断する企業が７.８％にとどまり、前年の 

２６.２％から１８.４ポイントも減少した。また「悪化」局面だったとする企業は２８.９％に達

し、前年の８．０％から２０．９ポイント増加した。 

平成２７年の景気見通しについては「回復」見込みは１３.４％で、前年の見通し（平成２５

年１１月実施）の２３.７％の２分の１に急減。「悪化」見込みは前年の１６.５％から２６.８％

に拡大した。特に、小規模企業が大企業より７.３ポイント高く、規模の小さい企業ほど厳しい

見通しを示していることがわかった。 

平成２７年の景気への懸念材料は「円安」が前年比２８.６ポイント増の５０.６％で最多。急

激に進む円安を懸念する企業が大幅に増加。為替相場から受ける景気悪化の懸念材料は、「円高」

から「円安」へと様変わりした様子が浮き彫りになった。景気回復のために必要な政策では、「個

人消費拡大策」「所得の増加」「個人向け減税」がいずれも前回調査から大きく増加し、個人消費

関連が上位３項目を占めた。有効回答企業数は１万５１６社。回答率４４.８％。 
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